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青少年健全育成基金の活用方針 

こ ども 青少年課 

 

１  主旨 

  本市では、 令和元年 10 月には子ど も の育ち支援センタ ー「 いく し あ」 と ユース

交流センタ ーを開設し 、「 いく し あ」 では、子ども の成長段階に応じ た切れ目のない

支援を、 ユース 交流センタ ーではユース ワ ーク の視点を取り 入れた居場所づく り や

青少年自身が主体的に地域課題を解消する ための取組を進めてき ま し た。  

し かし ながら 、「 いく し あ」 では、 増加する 相談への迅速な対応、 虐待の未然防止

や早期発見の取組の推進と と も に、 いく し あと 一体的な児童相談所の設置を含めた

一貫性のある 支援体制の構築のほか、 ヤングケアラ ー支援などこ れま で表面化し て

いなかった様々な困難を抱える 子ども への支援が大き な課題と なっていま す。 ま た、

ユース 交流センタ ーにおいても 、 今後は青少年自身が主体的に考え、 行動し ていく

力が育ま れる よ う な取組が一層求めら れていま す。  

さ ら に、 長期化する コ ロ ナ禍は、 社会的・ 経済的に恵ま れない家庭にと り わけ深

刻な影響を与えており 、 生まれ育った家庭環境によ って学力や健康等に係る 格差の

拡大も 懸念さ れていま す。  

本市では、 こ れま で青少年の非行化対策の目的で青少年団体によ る 地域活動を推

奨し 、 青少年の指導体制を充実する 諸施策を積極的かつ安定的に展開する ため、 昭

和 57 年度に青少年健全育成基金を設置し ま し たが、 こ れま で基金を活用し て支援

を行ってき た青少年団体では、 加入者数の減少や青少年活動のニーズの多様化など、

基金設置当時と 比較し て大き く 状況が変化し ていま す。  

こ のよ う な子ど も ・ 子育て家庭を取り 巻く 環境の変化と 支援の緊急性を勘案し 、

今後の基金の活用にあたっては、 こ れま でのよ う に既存の青少年団体への支援のみ

にと ど ま ら ず、 今日的な課題を有する 子ども ・ 青少年を支援する 施策の推進に取り

組む必要があり ま す。 ま た、 こ う し た事業の財源と し て、 こ れま で青少年団体への

支援のために活用し てき た青少年健全育成基金の充当を前提に、 次のと おり 基金の

活用方針を定めま す。  

 

２  基金の推移 

青少年健全育成基金は、「 本市における 青少年団体によ る 地域活動を推奨し 、青少

年の指導体制を充実する こ と によ り 、 青少年の健全な育成を図る 」 ため、 青少年健

全育成基金条例に基づき 設置さ れていま す。  

基金残高は令和３ 年度末で約 4 億 4, 007 万円と なっていま す。（ 基金の原資及び

推移については次表のと おり ）  
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３  基金の運用状況について 

  青少年健全育成基金の運用にあたっては、 こ れま で果実運用型の基金と 位置付け、

長期債券（ 30 年） によ る 運用を行ってき ま し たが、 今後は、 基金条例を改正の上、

基金対象事業の範囲を拡大し 、 基金原資を積極的に取り 崩す方針と し ていま す。 こ

れに伴い、 改正基金条例を施行する 令和５ 年度以降、 こ れま での長期債券によ る 運

用から 、 ラ ダー型運用に切り 替える 予定と し ています。  

⑴ 令和４ 年度ま での運用 

ア 長期債券（ 30 年） によ る 運用収入 

保有債券 運用額 運用期間 利率 
運用収入 

R3 R4 
地方公共団体
金融機構債 

200, 000, 000 円 
R3. 4. 8（ R3. 9. 30）
～R33. 4. 28 

0. 737％ 1, 385, 880 円 1, 474, 000 円 

神戸市公募公債 100, 000, 000 円 
R3. 4. 13（ R3. 9. 30）
～R33. 3. 20 

0. 765％ 715, 108 円 765, 000 円 

兵庫県公募公債 100, 000, 000 円 
R3. 4. 20（ R3. 9. 30）
～R33. 4. 20 

0. 737％ 368, 500 円 737, 000 円 

 400, 000, 000 円   2, 469, 488 円 2, 976, 000 円

※令和 3 年度は、 上記と は別にキャ ッ シュ フ ロ ーマッ チング運用で 256, 458 円、 大口定期預金で 8, 694 円の運用収入あり 。  

イ  大口定期預金によ る 運用収入 

運用額 運用期間 利率 R4 運用収入 

40, 079, 764 円 R4. 5. 31～R5. 3. 31 0. 020％ 6, 676 円 

⑵ 令和５ 年度以降の運用 

令和５ 年度以降、ラ ダー型運用を行う 予定にし ていま すが、運用希望時期に市場

に出回っている 債権額（ 短期債、 長期債） の多寡など外的要因の影響を受ける た
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め、 こ れま で長期債券で運用し ていた４ 億円全額をラ ダー型運用に切り 替える こ

と は困難な見込みと なっていま す。 本市では、 財政課において庁内で運用を希望

する 基金を取り ま と めのう え市場の債権を購入し 、 按分計算の上で青少年健全育

成基金の運用額及び運用収入を決定し ていま す。  

今回の試算にあたっては、 直近の実績を 基にラ ダー型運用可能額を １ 億３ 百万

円、 残額を全て大口定期預金で運用する と の条件で試算を行っていま す。  

ア ラ ダー型運用収入 

運用額 運用期間 想定利率 R5 運用収入 

103, 000, 000 円 R5. 4. 1～R6. 3. 31 0. 389％ 400, 800 円 

イ  大口定期預金 

運用額 運用期間 利率 R5 運用収入 

338, 966, 840 円 R5. 4. 1～R6. 3. 31 0. 020％ 74, 096 円 

 

４  基金の処分及び年間事業費の予算規模について 

基金の取り 崩し に係る 考え方と し ては、 基金総額（ 約４ 億４ 千万円） から 、 こ れ

ま で長期債券で運用し ていた４ 億円を 除いた約４ 千万円を 令和９ 年度末ま での５

年間で取り 崩すこ と を基本と し ま す。  

ま た、 別表１ のと おり 令和４ 年度当初予算に基づき 、 基金原資から 生じ る 基金運

用収入や寄付金も 考慮の上で、 年間 8, 600 千円程度の取り 崩し を行う と と も に、 基

金を活用し た年間事業費の予算規模は、 12, 500 千円程度と し ま す。  

なお、 本市では、 ふる さ と 納税の増加に向けた取組と し て、 令和３ 年度から ふる

さ と 納税ポータ ルサイ ト を従来の１ サイ ト （ ふる さ と チョ イ ス ） から ４ サイ ト （ ①

ふる さ と チョ イ ス 、 ②楽天ふる さ と 納税、 ③さ と ふる 、 ④ふる なび） に増やすなど

寄付者の利便性を高めたこ と によ り 、 本基金を含め全庁的にふる さ と 納税寄付金収

入が大幅に増加し ていま す。 令和４ 年度においても 、 寄付金収入が当初想定の約５

倍に達する 見込みである など（ 令和４ 年１ ２ 月議会に補正予算を計上予定。 当該補

正予算に基づく 試算は別表２ のと おり ）、 今後の寄付金収入の推移が良い意味にお

いて不透明な状況と なっていま す。 こ う し た状況を踏ま え、 今後、 基金の活用方針

や基金活用事業の枠組み( 助成期間含む) など基本と なる 考え方は維持し つつ、 基金

活用事業の予算規模や基金の処分額（ 取崩額） などについては、 令和６ 年度に改め

て見直し を行い、 令和７ 年度以降の基準額を定める も のと し ま す。  
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（ 単位： 円）  

（ 単位： 円）  

（ 別表１ ） 令和４ 年度当初予算に基づき 試算し た今後の基金の推移 

 

 

（ 別表２ ） 令和４ 年度直近の状況（ 12 月補正予算等） を反映のう え試算し た今後の基金の推移 

 

 

５  基金を活用する 事業 

青少年健全育成基金の活用事業については、 その範囲を広げ、 子ど も ・ 若者の健

やかな育成や若者が主体的に考え、 行動し ていく 力が育ま れる よ う な取組、 今日的

な課題に関する 先駆的・ 試行的取組を行う 団体の活動等に基金を財源と し て活用し

ます。  

⑴ 子ども ・ 若者等への活動助成 

基金を活用し 、 若者や支援団体（ 青少年４ 団体を含む。） の活動を助成する も の

令和３ 年度
決算

令和４ 年度 令和５ 年度 令和６ 年度 令和７ 年度 令和８ 年度 令和９ 年度

437,764,836 440,079,764 441,967,955 433,362,851 424,749,724 416,134,874 407,518,300

8,050,112 9,924,400 15,920,000 15,920,000 15,920,000 15,920,000 15,920,000

2,734,640 2,983,791 474,896 466,873 465,150 463,427 461,704

(2,725,946) (2,976,000) (400,800) (400,800) (400,800) (400,800) (400,800)

(8,694) (7,791) (74,096) (66,073) (64,350) (62,627) (60,904)

4,312,400 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000

1,003,072 2,526,209 12,025,104 12,033,127 12,034,850 12,036,573 12,038,296

0 994,400 0 0 0 0 0

7,055,712 9,924,400 15,920,000 15,920,000 15,920,000 15,920,000 15,920,000

3,737,712 5,510,000 12,500,000 12,500,000 12,500,000 12,500,000 12,500,000

3,318,000 4,414,400 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000

994,400 0 0 0 0 0 0

440,079,764 441,967,955 433,362,851 424,749,724 416,134,874 407,518,300 398,900,004
年度末基金額
（ 🄫 -③＋⑥）

項目

年度当初基金額🄫

歳　　入　Ⓐ
（ ①＋②＋③＋④）

内
訳

基金運用収入①

　　（債券運用分）

　　（大口定期預金分）

寄付金②

基金繰入金（基金取崩）③

（Ⓑ－①－②－④）

繰越金④

歳　 　 出　 Ⓑ
（ ⑤＋⑥）

内
訳

事　業　費⑤

基金への積立額⑥

差　 引（ Ⓐ－Ⓑ）

令和３ 年度
決算

令和４ 年度 令和５ 年度 令和６ 年度 令和７ 年度 令和８ 年度 令和９ 年度

437,764,836 440,079,764 455,628,955 458,748,851 461,865,801 457,933,374 454,000,161

8,050,112 23,585,400 27,645,000 27,645,000 34,695,000 34,695,000 34,695,000

2,734,640 2,983,791 474,896 471,950 472,573 471,787 471,000

(2,725,946) (2,976,000) (400,800) (400,800) (400,800) (400,800) (400,800)

(8,694) (7,791) (74,096) (71,150) (71,773) (70,987) (70,200)

4,312,400 17,081,000 15,145,000 15,145,000 15,145,000 15,145,000 15,145,000

1,003,072 2,526,209 12,025,104 12,028,050 19,077,427 19,078,213 19,079,000

0 994,400 0 0 0 0 0

7,055,712 23,585,400 27,645,000 27,645,000 34,695,000 34,695,000 34,695,000

3,737,712 5,510,000 12,500,000 12,500,000 19,550,000 19,550,000 19,550,000

3,318,000 18,075,400 15,145,000 15,145,000 15,145,000 15,145,000 15,145,000

994,400 0 0 0 0 0 0

440,079,764 455,628,955 458,748,851 461,865,801 457,933,374 454,000,161 450,066,161
年度末基金額
（ 🄫 -③＋⑥）

項目

年度当初基金額🄫

歳　　入　Ⓐ
（ ①＋②＋③＋④）

内
訳

基金運用収入①

　　（債券運用分）

　　（大口定期預金分）

寄付金②

基金繰入金（基金取崩）③
（Ⓑ－①－②－④）

繰越金④

歳　 　 出　 Ⓑ
（ ⑤＋⑥）

内
訳

事　業　費⑤

基金への積立額⑥

差　 引（ Ⓐ－Ⓑ）
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で、既存の青少年４ 団体への補助等（ 令和４ 年度で年間 5, 510 千円） を行う ほか、

若者グループや支援団体の活動に係る 事業補助と し て年間 5, 000 千円を新たに助

成し ま す。  

ア ユース 活動支援 

若者自ら が企画し 、 若者主体で取り 組む若者個人又は若者グループの公益的

な活動を助成し 、 若者の「 やってみたい」 を応援し ま す。 ユース カウ ンシル※1

で立案さ れた事業に取り 組む若者や、 地域課題等の解決に資する 活動に取り 組

む若者の活動を新たに助成対象と し ま す。  
※１  ユース 交流センタ ーの指定管理業務と し て実施し ている 事業で、 若者自身がテーマを 設定し 、 そ

のテーマに係る 課題解決に向けて、 自ら 調べ行動し 、 市に提言を行う 事業。  

イ  子ども ・ 若者育成支援 

子ども・ 若者の育成支援に取り 組む団体の活動（ 指導者の育成等を含む。） を

助成し ま す。 青少年４ 団体（ ス ポーツ 少年団、 ボーイ ス カウ ト 、 ガールス カウ

ト 、 子ども 会） の他、 ユース ワ ーク の推進など に取り 組む団体の活動に対し て

助成を行いま す。  

  ウ  パイ ロ ッ ト 事業 

子ども ・ 若者に係る 今日的な課題に関し て先駆的・ 試行的取組を行う 団体の

活動を助成し ま す。 なお、 同一事業への助成（ 基金充当） 期間は、 原則と し て

３ 年を限度と し ま す。  

⑵ 市が実施する 新規事業 

子ど も ・ 若者に係る 今日的な課題への対応や先駆的・ 試行的取組と し て市が実

施する 事業に、 年間 2, 000 千円を財源充当し ます。 なお、 同一事業への助成（ 基

金充当） 期間は、 原則と し て３ 年を限度と し ま す。  

⑶ 基金活用除外事業 

上記⑴， ⑵に該当する 事業であっても 、 次に掲げる も のは除き ま す。  

  ア 法令等で実施が義務付けら れている 事業 

  イ  国や県等から 別途補助を受けている 事業。 ただし 、 国や県等の基準に金額又

は率を上乗せし て実施する「 上乗せ」 部分、 及び国や県等の基準から 対象者又

は対象経費を広げて実施する 「 横出し 」 部分については対象と し ま す。  

  ウ  施設整備事業 

  エ 施設維持管理事業 

  オ その他市長が別に定める も の 

 

６  基金活用事業の決定について 

毎年、 基金活用事業の募集（ 団体等の活動は公募、 市の事業は照会） を行い、「 子

ども ・ 若者等への活動助成事業（ 団体等の活動）」 については、 若者と 有識者等で構

成する 付属機関で審査する も のと し 、「 市が実施する 新規事業（ 市の事業）」 につい

ては、 市の政策査定を経て事業決定を行いま す。  
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７  特別会計「 青少年健全育成事業費」 の廃止について 

本市では、 尼崎市特別会計条例に基づき 、 昭和 57 年度から 特別会計「 青少年健 

全育成事業費」 を設置し ていま す。その理由は、青少年健全育成基金条例の制定時、

本市における 青少年団体によ る 地域活動を推奨し 、 青少年の指導体制を充実する 諸

施策を積極的かつ安定的に展開する と と も に経理の適正化を図る ためと し ていま

す。 特別会計は、 一般会計と 区分経理する こ と によ り 、 特定の事業の状況を明確化

する 意義があり 、 特定の事業を特別会計で経理する かどう かは政策的に判断さ れま

す。  

こ れま で、 特別会計「 青少年健全育成事業費」 では、 こ う し た考え方に基づき 、

青少年団体への補助等を行ってき たと こ ろですが、 今回、 平成 29 年 3 月に策定し

た「 尼崎市における 子ど も の育ち支援・ 青少年施策の今後の方向性について」 の中

間見直し に着手し 、 一般会計の事業も 含め、 子ども の育ちや青少年施策全体の中で

再整理を行いま し た。  

検討の結果、 今後は、 子ども ・ 若者に関する 今日的な課題対応や先駆的な取組に

対する 支援を積極的に行っていく と と も に、 ユース ワ ーク の更なる 推進のため、 新

たな団体やグループ、 ユース 世代に助成を行い、 ユース ワ ーク を一層推進する こ と

と し 、 その財源に基金を活用する こ と にし ま し た。  

基金活用事業がこ れま でのよ う な青少年団体への補助等に限定さ れず、 市の事業

も 対象と し たこ と から 、 こ れら 事業の実施にあたって、 あえて特別会計で経理する

必要性も 薄れたため、 今回、 特別会計「 青少年健全育成事業費」 を廃止する 方向で

整理を行う も のと し ま す。  

以 上 



資料４ －２

■子ども ・ 若者応援基金の今後の推移（ 令和６ 年度予算を反映し た試算）

（単位：円）

令和３ 年度
決算

令和４ 年度
決算

令和５ 年度
決算（ 予定）

令和６ 年度

437,764,836 440,079,764 453,472,032 485,835,892

9,732,712 22,873,565 85,497,458 108,742,091

2,734,640 2,984,033 459,318 437,794

(2,725,946) (2,976,000) (400,800) (399,071)

(8,694) (8,033) (58,518) (38,723)

5,995,000 18,065,000 77,694,000 95,462,000

1,003,072 830,132 7,344,140 12,164,206

0 994,400 0 678,091

8,738,312 22,873,565 84,819,367 108,742,091

3,737,712 3,814,165 7,803,458 12,602,000

3,318,000 14,222,400 39,708,000 49,029,091

1,682,600 4,837,000 37,307,909 47,111,000

994,400 0 678,091 0

440,079,764 453,472,032 485,835,892 522,700,777
年度末基金額
（ 🄫 -③＋⑥）

歳　 　 出　 Ⓑ
（ ⑤＋⑥＋⑦）

内
訳

事　業　費⑤

基金への積立額⑥

ふるさと納税推進事業費
充当分⑦

差　 引（ Ⓐ－Ⓑ）

項目

年度当初基金額🄫

歳　　入　Ⓐ
（ ①＋②＋③＋④）

内
訳

基金運用収入①

　　（債券運用分）

　　（大口定期預金分）

寄付金②

基金繰入金（基金取崩）③
（Ⓑ－①－②－④）

繰越金④


